
原 価 計 算 

授業用レジメ 



原価計算の特色 

（商 品） （商 品） 

※原価（商品原価）がきまっている。 

商業簿記 

工業簿記 

（材 料） （製 品） 

※原価（製品原価）の計算が必要。 

企 業 

企 業 

仕入先 

仕入先 

得意先 

得意先 

購買活動 

購買活動 

販売活動 

販売活動 製造活動 



原価と原価計算 

原 価 ＝ 製造原価（製品の製造のためにかかった費用） 

構成要素（材料費・労務費・経 費）→原価の３要素 

製造直接費 特定の製品に対して直接消費された時の原価 

具体的には直接材料費・直接労務費・直接経費 

直 接 製 品 に 集 計 す る 。 賦 課 

製造間接費 各種の製品に対して共通に消費された時の原価 

具体的には間接材料費・間接労務費・間接経費 

一定の基準により割り当てる。 配 賦 

☆原価を製品との関連により分類すると。 



 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

☆原価の構成関係 

直接材料費 

直接労務費 

直接経費 

製造直接費 

製造間接費 

製造原価 
総 原 価 

販売利益 

販・管・費 

販売価格 



原価計算の目的 
〔１〕公開財務諸表作成目的 

製造原価 

（販売） 

（在庫） 

Ｐ／Ｌ 

売上原価 

Ｂ／Ｓ 

製   品 

〔２〕販売価格の決定目的 

〔３〕原価管理目的 

〔４〕利益管理目的 

・ 受注生産は、販売価格を決めるために原価計算が必要。 

・ 見込生産は、既に市場価格としての販売価格が決まっていることが多い。 

標準〔目標〕原価をあらかじめ設けておき、実際原価と比較して、いかに 

ムダを節約するかを検討する資料を提供。 

希望利益を出すために、利益計画に必要な資料の提供。 



原価計算の手続き 

（１）費目別計算＝原価要素のうち何が消費されたか。 

（２）部門別計算＝工場のどこで消費されたか。 

（３）製品別計算＝どの製品のために消費されたか。 

個別原価計算の場合 

部門別個別原価計算の場合 



 

原価計算期間 
会計期間とは別に１ヵ月が原価計算期間 

 

 

原価計算の種類 

生産形態による分類 

個別原価計算→受注生産（特定製造指図書発行） 
 

総合原価計算→見込生産（継続製造指図書発行） 



個別原価計算 

＃１ ＃２ 合計 

直接材料費 

直接労務費 

直接経費 

製造間接費 

合   計 

（１）材料６５，０００円を直接材料費として製造指図書＃１に４０，０００円と製造指図書＃２に
２５，０００円、また間接材料として３０，０００円を消費した。 

（製     造）  ６５，０００     （材     料）  ９５，０００ 

（製造間接費）  ３０，０００     

40,000 25,000 65,000 

材  料 

製造間接費 

製  造 

買掛金１００，０００ 

材 料 ６５，０００ 

諸 口 ９５，０００ 

材 料 ３０，０００ 

原 価 計 算 表 

勘定（工業簿記）と原価計算表との関係を知る 



＃１ ＃２ 合計 

直接材料費 

直接労務費 

直接経費 

製造間接費 

合   計 

（２）支払った労務費のうち、直接労務費として製造指図書＃１に８０，０００円と製造指図書 
＃２に６５，０００円、また間接労務費として３０，０００円消費した。 

（製     造） １４５，０００     （労  務  費） １７５，０００ 

（製造間接費）  ３０，０００     

40,000 25,000 65,000 

労務費 

製造間接費 

製  造 

現 金１７５，０００ 

材 料 ６５，０００ 

諸 口１７５，０００ 

材 料 ３０，０００ 

80,000 65,000 145,000 

労務費１４５，０００ 

労務費 ３０，０００ 

原 価 計 算 表 



＃１ ＃２ 合計 

直接材料費 

直接労務費 

直接経費 

製造間接費 

合   計 

（３）支払った経費のうち、直接経費として製造指図書＃１に２０，０００円と製造指図書＃２に
１０，０００円、また間接経費として５０，０００円消費した。 

（製     造）  ３０，０００     （経    費）  ８０，０００ 

（製造間接費）  ５０，０００     

40,000 25,000 65,000 

経  費 

製造間接費 

製  造 

現 金 ８０，０００ 

材 料 ６５，０００ 

諸 口 ８０，０００ 

材 料 ３０，０００ 

80,000 65,000 145,000 

労務費１４５，０００ 

労務費 ３０，０００ 

経 費 ３０，０００ 

経 費 ５０，０００ 

20,000 10,000 30,000 

原 価 計 算 表 



＃１ ＃２ 合計 

直接材料費 

直接労務費 

直接経費 

製造間接費 

合   計 

（4）製造間接費１１０，０００円を、一定の基準により製造指図書＃１に６６，０００円と製造指
図書＃２に４４，０００配賦した。 

（製     造） １１０，０００     （製造間接費） １１０，０００     

40,000 25,000 65,000 

製造間接費 製  造 

材      料 ６５，０００ 材    料 ３０，０００ 

80,000 65,000 145,000 

労   務   費１４５，０００ 労  務  費 ３０，０００ 

経          費 ３０，０００ 経         費 ５０，０００ 

20,000 10,000 30,000 

 製造間接費１１０，０００ 

製   造１１０，０００ 

66,000 44,000 110,000 

原 価 計 算 表 



＃１ ＃２ 合計 

直接材料費 

直接労務費 

直接経費 

製造間接費 

合   計 

（5）製造指図書＃１が完成した。なお、製造指図書＃２は月末現在未完成である。 

（製     品） ２０６，０００     （製     造） ２０６，０００     

40,000 25,000 65,000 

製  品 
製  造 

材      料 ６５，０００ 

80,000 65,000 145,000 

労   務   費１４５，０００ 

経          費 ３０，０００ 

20,000 10,000 30,000 

 製造間接費１１０，０００ 

製   造２０６，０００ 

66,000 44,000 110,000 

206,000 144,000 350,000 

製   品２０６，０００ 

完 成 未 完 成 

次月繰越１４４，０００ 

(#1・#2) 

原 価 計 算 表 



材料費の分類 

 素 材 ・ 〔原 料〕（費） 

 

 買    入   部    品（費） 

 

 燃          料（費） 

 

 工   場   消   耗  品（費） 

 

 消耗工具器具備品（費） 

 

直接材料費 

間接材料費 

製造指図書番号有り 

製造指図書番号無し 



材料消費高の計算 
（製品製造に使った材料費の計算） 

材料実際消費高＝実際消費単価×実際消費数量 
（１） （２） 

（１）消費単価の計算 

(a)価 格 法→実際の材料買入単価を使う方法。 

・先入先出法 

・移動平均法 

・総平均法 

(ｂ)予定価格法→あらかじめこの材料を使えばいくらと決めておく方法。 

材料予定消費高＝予定消費単価×実際消費数量 

利点 ①製品原価が迅速に計算できる。 

②材料消費能率の尺度になる。 

材料元帳（先入先出法）.ppt
材料元帳（移動平均法）.ppt
材料元帳（総平均法）.ppt


処理方法 

《消費材料勘定を設ける場合》 

①（製         造） ××× （消  費  材  料） ××× 

  （製 造  間 接 費）   ×× 

②（消  費  材  料） ××× （素         材） ××× 

③（材料消費価格差異） ××× （消  費  材  料） ××× 

素 材 消費材料 

材料消費価格差異 

製 造 

製造間接費 

① 

③ 

② 予定消費高 予定消費高 

予定消費高 

実際消費高 実際消費高 

差  異 

差  異 

※差異が借方に生じた時 



処理方法 

《消費材料勘定を設けない場合》 

①（製         造） ××× （素         材） ××× 

  （製 造  間 接 費）   ×× 

③（材料消費価格差異） ××× （素         材） ××× 

素  材 

材料消費価格差異 

製  造 

製造間接費 

① 

③ 

② 
予定消費高 

予定消費高 

予定消費高 

実
際
消
費
高 差  異 

差  異 ※差異が借方に生じた時 



（２）消費数量の計算 

(a)継続記録法→受入・払出・残高をその都度記録する方法。 

(ｂ)棚卸計算法→（前月繰越数量＋当月受入数量）－月末実地棚卸数量 

月末帳簿棚卸数量 月末実地棚卸数量 
比較 

棚卸減耗（数量減少分）が把握できる。 

（棚 卸 減 耗 費） ××× （素         材） ××× 

棚卸減耗（数量減少分）が把握できない。 

減耗があったとしても消費数量の中に含まれてしまう。 



労務費の分類 

 賃        金  
 直 接 工 員 

 間 接 工 員 

 給         料 

 雑         給 

 従業員賞与手当 

 退 職 給 付 金 

 福        利        費 

直接労務費 

間接労務費 

製造指図書番号有り 

製造指図書番号無し 



労務費勘定の勘定記入面について 
（賃金計算期間と原価計算期間のずれ） 

賃  金 

5/21 6/30 6/20 6/1 

前月未払高 

（前月繰越高） 

当月未払高 

（次月繰越高） 

当月賃金支払高 

当月賃金消費高 

前月未払高 当月消費高（原価計算期間） 

当月未払高 当月支払高（賃金計算期間） 

６月分の消費高を計算するには？ 



労務費消費高の計算 
（製品製造に消費した労務費の計算） 

賃金実際消費高＝１時間あたりの実際消費賃率×実際作業時間 

◎消費賃率の計算 

(a)実際賃率→工員に支払った実際の賃金をもとに計算。 

・実際個別賃率 

・実際平均賃率 

 
(ｂ)予定賃率→あらかじめ１時間作業すればいくらと決めておく方法。 

賃金予定消費高＝予定消費賃率×実際作業時間 

利点 ①製品原価が迅速に計算できる。 

②製品原価のばらつきがなくなる。 



処理方法 

《消費賃金勘定を設ける場合》 

①（製         造） ××× （消  費  賃  金） ××× 

  （製 造  間 接 費）   ×× 

②（消  費  賃  金） ××× （賃         金） ××× 

③（賃  率  差  異） ××× （消  費  賃  金） ××× 

賃  金 消費賃金 

賃率差異 

製 造 

製造間接費 

① 

③ 

② 予定消費高 予定消費高 

予定消費高 

実際消費高 実際消費高 

差  異 

差  異 

※差異が借方に生じた時 



処理方法 

《消費賃金勘定を設けない場合》 

①（製         造） ××× （賃         金） ××× 

  （製 造  間 接 費）   ×× 

③（賃  率  差  異） ××× （賃         金） ××× 

賃  金 

賃率差異 

製  造 

製造間接費 

① 

③ 

② 
予定消費高 

予定消費高 

予定消費高 

実
際
消
費
高 差  異 

差  異 ※差異が借方に生じた時 



賃金以外の労務費の計算 

 給  料 ・ 雑  給 

 従業員賞与手当 

 

 

 退 職 給 付 費 用 

 福 利 費 

その月の支払高＝その月の消費高 

賞与（ボーナス）については、支払高
を月割り計算する。 

１年間の見積額を月割り計算する。 

健康保険料の事業主負担分。 

諸手当（通勤・住居・扶養）については、
その月の支払高＝その月の消費高 



（従業員賞与手当）3,000,000 （当座預金）3,000,000 

 1/ 1  1/31  2/28  5 /31 6/30 

（製造間接費）500,000 （従業員賞与手当）500,000 （製造間接費）500,000 （従業員賞与手当）500,000 （製造間接費）500,000 （従業員賞与手当）500,000 （製造間接費）500,000 （従業員賞与手当）500,000 

例．上半期賞与(ﾎﾞｰﾅｽ)支給予定額が¥3,000,000（６ヶ月）の場合 

¥3,000,000÷６ヶ月＝¥500,000（１ヶ月の消費高） 

従業員賞与手当（賞与について） 



（退職給付費用）1,200,000 （退職給付引当金）1,200,000 

 1/ 1  1/31   2/28 11/30 12/31 

¥1,200,000÷１２ヶ月=¥100,000 （１ヶ月の消費高） 

（製造間接費）10,000 （減価償却費）10,000 （製造間接費）10,000 （減価償却費）10,000 （製造間接費）10,000 （減価償却費）10,000 （製造間接費）100,000 （退職給付費用）100,000 

退職給付費用の消費高 

例．今年度の職給付引当金見積額が¥1,200,000（決算年１回）の場合 



経費の分類 

 外 注 加 工 賃 

 特許権使用料 

 厚   生   費 

 減 価 償 却 費 

 保   険   料 

 電   力   料 

 ガ    ス   代 

 水   道   代 

 棚卸減耗費など 

直接経費 

間接経費 

製造指図書番号有り 

製造指図書番号無し 



経費の消費高の計算 
（消費高の計算方法の違いによる分類） 

 支払経費 

 

 

 

 月割経費 

 

 測定経費 

支払高をもとに消費高を計算。 

前 月 

（＋）前払高 

（－）未払高 

当 月 

（－）前払高 

（＋）未払高 

当月支払高 当月消費高 

１年、または１会計期間の総額を月数で割った
額が消費高。 

計器の測定高が消費高。 



（減価償却費）120,000 （減価償却累計額）120,000 

 1/ 1  1/31  2/28 11/30 12/31 

¥1,200,000－¥120,000 

９年 
＝￥１２０，０００ （１年間の減価償却費） 

¥120,000÷１２ヶ月=¥10,000 （１ヶ月の消費高） 

（製造間接費）10,000 （減価償却費）10,000 （製造間接費）10,000 （減価償却費）10,000 （製造間接費）10,000 （減価償却費）10,000 （製造間接費）10,000 （減価償却費）10,000 

減価償却費の消費高 
例．取得原価¥1,200,000、耐用年数９年の機械装置について（決算年１回） 



製造間接費の配賦方法 

 実際配賦 
 価額法 

a. 直接材料費法 

b. 直接労務費法 

c. 直接費法 

 時間法 
d. 直接作業時間法 

e. 機械運転時間法 

 予定配賦 
 直接作業時間法 

 機械運転時間法など 

製間配賦（直接材料費法）.ppt
製間配賦（直接労務費法）.ppt
製間配賦（直接費法）.ppt
製間配賦（直接作業時間法）.ppt
製間配賦（機械運転時間法）.ppt


製造間接費の予定配賦 

予定配賦率 ＝ 

①（製         造） ××× （製    造    間   接   費） ××× 

②（製   造   間   接  費） ××× （各  原  価  要  素） ××× 

③（製   造   間   接  費） ××× （製造間接費配賦差異） ××× 

各原価要素 製造間接費 

製造間接費配賦差異 

製 造 

① 

③ 

② 

予定消費高 予定消費高 
実際消費高 実際消費高 

差  異 

差  異 

※差異が貸方に生じた時 

一定期間における予定製造間接費総額 

一定期間における予定直接作業時間 

予定配賦率×各製造指図書の実際直接作業時間 予定配賦額 ＝ 



仕損品と作業屑 

仕損品 失敗品・規格外品 の発生 

補修又は、代品製作 

補修できるとき→補修指図書発行 

 ＃１  

 １０個 

９個完成 

１個仕損品 

＃１－１ 
直材×× 

直労×× 

製間×× 

×× 仕損費 

＋１個＝１０個 

（補修） 



仕損品が補修できないとき→新製造指図書発行 

①全部仕損 

 ＃１   
１０個 

０個完成 

１０個仕損 
 ＃１－１  
１０個 

１０個完成 

旧指図書に集計された原価を仕損品原価とする。 

②一部仕損 

 ＃１   
１０個 

９個完成 

１個仕損 
 ＃１－１  
１個 

１個完成 

新指図書に集計された原価を仕損品原価とする。 

（旧） 

（新） 

（新） 

（旧） 

※ 仕 損 費 ＝仕損品原価 － 仕損品評価額 

作業屑 製造原価から差し引く。 



部門別個別原価計算 
（場所別計算） 

費目別計算 

部門別計算 

製品別計算 

製
造
直
接
費 

製
造
間
接
費 

何が消費されたか？ 

どこで消費されたか？ 

どの製品のために消費されたか？ 

※部門別計算は製造間接費についてのみ行う。 

製造部門→ 

補助部門→ 

直接製品の製造をしている場所。 

製品製造は行わず製造現場や補助現場相互間の 

補助をしている場所。 



部門別個別原価計算の手続き 

第１製造部門費 

第２製造部門費 

動力部門費 

修繕部門費 

工場事務部門費 

製造間接費 

製  造 

実際発生額 

配 分 額 

配 分 額 

配 分 額 

配 分 額 

配 分 額 

振 替 額 

振 替 額 

振 替 額 

振 替 額 

振 替 額 
実際配賦額 

実際配賦額 

実際配賦額 

製造直接費 

●製造部門費の実際配賦 

① 

③ 

② 

①製造部門費配分表 ②製造部門費振替表 ③製造部門費配賦表 



第 １ 製 造 部 門 費 第 ２ 製 造 部 門 費 

修 繕 部 門 費 

工場事務部門費 

動 力 部 門 費 

製造間接費

790,000 

300,000 100,000 

80,000 

60,000 

250,000 

製造部門費の実際配賦（直接配賦法の場合） 
①（第 １ 製  造 部 門 費） ３００，０００ （製  造  間  接  費） ７９０，０００  

  （第 ２ 製  造 部 門 費） ２５０，０００ 

  （動   力   部    門   費） １００，０００ 

  （修   繕  部  門  費）  ８０，０００ 

  （工 場 事 務 部 門 費）   ６０，０００ 

部門費配分表 

部門費配分表.ppt


第 １ 製 造 部 門 費 第 ２ 製 造 部 門 費 

修 繕 部 門 費 

工場事務部門費 

動 力 部 門 費 

製造間接費 

300,000 100,000 

80,000 

60,000 

250,000 

②（第 １  製  造 部 門 費）   １２０，０００  （動   力   部    門    費）  １００，０００ 
  （第 ２  製  造 部 門 費）  １２０，０００  （修  繕  部   門    費）    ８０，０００ 
                                                  （工 場 事 務 部 門  費）     ６０，０００  

120,000 120,000 

#1 

#2 

部門費振替表 

部門費振替表.ppt


第 １ 製 造 部 門 費 第 ２ 製 造 部 門 費 

修 繕 部 門 費 

工場事務部門費 

動 力 部 門 費 

製造間接費 

300,000 250,000 

③（製          造） ７９０，０００  （第 １ 製 造 部 門 費）   ４２０，０００  

                             （第 ２ 製 造 部 門 費）  ３７０，０００  
                                         

120,000 120,000 

#1 

#2 

420,000 370,000 

￥420,000÷1200h=@￥350 ￥370,000÷1000h=@￥370 

@￥350×650h=￥227,500 

@￥350×550h=￥192,500 @￥370×440h=￥162,800 

@￥370×560h=￥207,200 

製造部門費配賦表 

製造部門費配賦表.ppt


第１製造部門費 

第２製造部門費 

製  造 

配 分 額 

配 分 額 

振 替 額 

振 替 額 

予定配賦額 

予定配賦額 

予定配賦額 

製造直接費 

●製造部門費の予定配賦 

① 

②配分表から 

③振替表から 

①製造部門費予定配賦表 

製造部門費配賦差異 

②配分表から 

③振替表から 

差  異 

差  異 

差  異 差  異 

④ ④ 



第 １ 製 造 部 門 費 第 ２ 製 造 部 門 費 

修 繕 部 門 費 

工場事務部門費 

動 力 部 門 費 

製造間接費 

①（製          造） ７９０，０００  （第 １ 製 造 部 門 費）   ４３２，０００  
                             （第 ２ 製 造 部 門 費）  ３６５，０００  

                                         

#1 

#2 

@￥360×650h=￥234,000 

@￥360×550h=￥198,000 @￥365×440h=￥160,600 

@￥365×560h=￥204,400 

製造部門費の予定配賦（直接配賦法の場合） 

432,000 365,000 

製造部門費予定配賦表 

予定配賦率＠
￥３６０ 

予定配賦率＠
￥３６５ 

☆製造部門費を各製品に配賦する手続き☆ 

製造部門費予定配賦表.ppt


第 １ 製 造 部 門 費 第 ２ 製 造 部 門 費 

修 繕 部 門 費 

工場事務部門費 

動 力 部 門 費 

実際製造間接費

790,000 

300,000 100,000 

80,000 

60,000 

250,000 

②（第 １ 製  造 部 門 費） ３００，０００ （製  造  間  接  費） ７９０，０００  

  （第 ２ 製  造 部 門 費） ２５０，０００ 

  （動    力   部    門  費） １００，０００ 

  （修  繕  部  門 費）  ８０，０００ 

  （工 場 事 務 部 門 費）   ６０，０００ 

#1 

#2 
432,000 365,000 予定 予定 

部門費配分表 

部門費配分表.ppt


第 １ 製 造 部 門 費 第 ２ 製 造 部 門 費 

修 繕 部 門 費 

工場事務部門費 

動 力 部 門 費 

製造間接費 

300,000 100,000 

80,000 

60,000 

250,000 

③（第 １ 製  造 部 門 費）   １２０，０００  （動    力   部    門  費）  １００，０００ 
  （第 ２ 製  造 部 門 費）  １２０，０００ （修   繕  部   門 費）    ８０，０００ 
                                                       （工 場 事 務 部 門  費）     ６０，０００  

120,000 120,000 

#1 

#2 
432,000 365,000 予定 予定 

420,000 370,000 実際 実際 

部門費振替表 

部門費振替表.ppt


第 １ 製 造 部 門 費 第 ２ 製 造 部 門 費 

製造間接費 

300,000 250,000 

④（第 １ 製  造 部  門 費）   １２，０００  （製造部門費配賦差異）  １２，０００ 
  （製造部門費配賦差異）    ５，０００ （第 ２ 製  造 部  門 費）    ５，０００ 

120,000 120,000 

432,000 365,000 予定 予定 

420,000 370,000 実際 実際 

差 額 差 額 

修 繕 部 門 費 

工場事務部門費 

動 力 部 門 費 

第１製造部 432,000－420,000=（+）12,000 

第２製造部 365,000－370,000=(－)  5,000 



総合原価計算 

総合原価計算 の製造業で適用される原価計算。 反復大量生産 

継続製造指図書 

総合原価計算の種類 

単 純 総 合 原 価 計 算 

等級別総合原価計算 

組 別 総 合 原 価 計 算 

同一種類の製品を製造する場合。 

同一種類で等級に分けられる製品を製造する場合。 

２種類以上の異種製品を製造する場合。 



単純総合原価計算 

月初仕掛品原価 

材料費 

経 費 

労務費 

当
月
製
造
費
用 

総 

製 

造 

費 

用 

完成品原価 

月末仕掛品原価 

評
価
方
法 

・平  均  法 

・先入先出法 

製  造 （仕掛品） 

☆ワークシートによる月末仕掛品の評価方法 

・平   均   法 

月 初 

当 月 

合 計 

月 末 

完 成 

＋ 

－ 

・先入先出法 

当 月 

月 末 

差 引 

月 初 

完 成 

－ 

＋ 

※ 数量データの記入については、
（       ）の方向で行う。 

月末仕掛品原価の評価（平均法）.ppt
月末仕掛品原価の評価（平均法）.ppt
月末仕掛品原価の評価（平均法）.ppt
月末仕掛品原価の評価（平均法）.ppt
月末仕掛品原価の評価（平均法）.ppt
月末仕掛品原価の評価（平均法）.ppt
月末仕掛品原価の評価（平均法）.ppt
月末仕掛品原価の評価（先入先出法）.ppt


月初仕掛品原価 

完成品原価 

月末仕掛品原価 

製  造 （仕掛品） 

当月製造費用 

素  材  費 加  工  費 

素  材  費 加  工  費 

0 % 50 % 100 % 

0 % 50 % 100 % 

◎素材は製造着手のときに全額投入し加工は進行に応じて消費される。 

◎素材と加工は進行に応じて消費される。 

《参 考》 ◎先入先出法の考え方 



等級別総合原価計算 

製  造 

完成品原価 

３級製品 

完成品原価 

２級製品 

完成品原価 

１級製品 

完成品原価 

（ １   級    製    品 ） ××× （ 製        造 ） ××× 

（ ２     級      製      品 ）  ××× 

（ ３     級      製      品 ）  ××× 

等級別総合原価計算表 

（製造現場） 
材 料 

1級製品 

２級製品 

３級製品 



組別総合原価計算 

Ａ組製造 

Ｂ組製造 

組間接費 

Ａ組製品 

Ｂ組製品 

月初仕掛品原価 

組 直 接 費 

月初仕掛品原価 

組 間 接 費 

組 直 接 費 

組 間 接 費 

完 成 品 原 価 

完 成 品 原 価 

月末仕掛品原価 

月末仕掛品原価 

月 初 製  品 原 価 

月 初 製 品 原 価 

完 成 品 原 価 

完 成 品 原 価 

組 間 接 費 各組製品へ配賦 

各
原
価
要
素
か
ら 

組別総合原価計算表   



（ Ａ   組    製    品 ） ××× （ Ａ   組    製    造 ） ××× 

（ Ｂ    組      製      品 ）  ×××  （ Ｂ    組      製      造 ）  ××× 

材 料 

Ａ組製品 

Ｂ組製品 

（製造現場） 



工程別総合原価計算 

第１工程 第２工程 倉  庫 

倉  庫 

材料 
① ② 

①（第 ２ 工 程 製 造）×××  （第 １ 工 程 製 造）××× 

②（製           品）×××  （第 ２ 工 程 製 造）××× 

③ ② ① 

①（第 １ 工程半製品）×××  （第 １ 工 程 製 造）××× 

②（第 ２ 工 程 製 造）×××  （第 １ 工程半製品）××× 

③（製         品）×××  （第 ２ 工 程 製 造）××× 



標準原価計算 【原価管理が目的】 

例．毎月同じ製品を作っているのに、原価が違う、どれが本当の原価？ 

４月の原価 ６月の原価 ５月の原価 理想の原価 

¥10,500 ¥10,000 ¥10,300 ¥10,700 

※原価の無駄遣いを管理する。（いかに原価を節約するか） 

例．４月の生産量が１，０００台の場合 

（１
）原
価
標
準(

理
想
の

原
価
の
こ
と
）の
設
定 

（２）標準原価              
の計算 

￥１０，０００，０００ 

（３）実際原価               

の計算 

￥１０，５００，０００ 

（４）原価差異の計算    
￥５００，０００ 

比
較 

（５
）原
価
差
異
の
原
因
別
分
析 

（６
）原
価
報
告 



実際消費量 

12,500kg 

実際価格 

＠￥２０４ 

標準価格 

＠￥２００ 

標準消費量 

12,４00kg 3,100個×4kg＝ 

実際直接材料費￥２，５５０，０００ 

実際直接材料費 

￥２，４８０，０００ 

材料消費価格差異（－）￥５０，０００ 

材料消費数量差異 

（－）￥２０，０００ 実際作業時間 

9,800h 

実際賃率 

＠￥３９５ 

標準賃率 

＠￥４００ 

標準作業時間 

9,600h 3,200個×3h＝ 

実際直接労務費￥３，８７１，０００ 

実際直接労務費 

￥３，８４０，０００ 

賃率差異（＋）￥４９，０００ 

作業時間差異 

（－）￥８０，０００ 

当月 

完成 

月末 

月初 

換算量  ２００個 

数  量  ５００個 

換算量 ３，０００個 

数  量 ３，０００個 

換算量   ４００個 

数  量   ６００個 
換算量 ３，２００個 

数  量 ３，１００個 

製    造 



@¥300 

当月 

完成 

月末 

月初 

換算量  ２００個 

数  量  ５００個 

換算量 ３，０００個 

数  量 ３，０００個 

換算量   ４００個 

数  量   ６００個 
換算量 ３，２００個 

数  量 ３，１００個 

製    造 

￥4,985,000 実際 

基準10,000h 

固定費予算￥３，０００，０００ 

変動費予算￥２，０００，０００ 

実際9,800h 標準9,600h 3,200個×標準時間3h＝ 

@¥200 

@¥300 @¥500 

標準配賦率 

実際予算￥４，９６０，０００ 

予算差異（－）￥２５，０００ 
能率差異（－）￥１００，０００ 

操業度差異（－）￥６０，０００ 

@¥200 
@¥300 

標準￥９５０，０００ 



賃  率  差  異 

次  月  繰  越 

前  月  繰  越 ９４０，０００ 

製        造 

材料消費価格差異 

１２，３９５，０００ 

１，５６０，０００ 

１２，３９５，０００ 

作業時間差異 

材料消費数量差異 

製 造 ２０，０００ 

製 造 ８０，０００ 

賃率差異 

材料消費価格差異 

製 造 ５０，０００ 

製 造 ４９，０００ 

能率差異 

製 造 １００，０００ 

操業度差異 

予算差異 

製 造 ２５，０００ 

製 造 ６０，０００ 

製        品 １０，５００，０００ 
材        料 

労   務   費 

製 造 間 接 費 

 

２，５５０，０００ 

３，８７１，０００ 

４，９８５，０００ 
４９，０００ 

材料消費数量差異 

作 業 時 間 差 異 

予  算  差  異 

能  率  差  異 

操 業 度 差 異 

５０，０００ 
２０，０００ 
８０，０００ 
２５，０００ 
１００，０００ 
６０，０００ 



直接原価計算 【短期利益計画が目的】 

例．コーヒー１杯２５０円の喫茶店の損益分岐点を調べよう。 

ただし、１杯当たりの豆代が５０円（変動費）、従業員の給料１００，０００円（固定費）とする。 

固定費￥１００，０００ 

＠￥５０ 
変動費 

＠￥２５０ 

売 価 損失 

利益 

（杯） 

（金
額
） 

０ ５００
杯 

損益分岐点 
（利益も損失も出ない、営業利益が￥０のとき） 



売 上 高 

変 動 費 

貢献利益 

固 定 費 

営業利益 

￥１２５，０００ 
￥ ２５，０００ 

￥１００，０００ 

￥１００，０００ 

￥      ０ 

＠￥２５０ 
＠￥ ５０ 

＠￥２００ 

（１００％） 

（ ２０％） 

（ ８０％） 

※損益分岐点（営業利益が￥０）の売上高はいくらか。 

何杯売っても割合
に変化無し 

貢献利益￥１００，０００÷８０％＝￥１２５，０００ 

※営業利益が￥３０，０００になる売上高はいくらか。 

売 上 高 

変 動 費 

貢献利益 

固 定 費 

営業利益 

￥１６２，５００ 
￥ ３２，５００ 

￥１３０，０００ 

￥１００，０００ 

￥ ３０，０００ 

貢献利益￥１３０，０００÷８０％＝￥１６２，５００ 

※売上高が￥２００，０００のときの営業利益はいくらか。 

売 上 高 

変 動 費 

貢献利益 

固 定 費 

営業利益 

￥２００，０００ 
￥ ４０，０００ 

￥１６０，０００ 

￥１００，０００ 

￥ ６０，０００ 

売 上 高￥２００，０００×８０％＝￥１６０，０００ 


